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ABSTRACT
 In order to mitigate flood risks and supply water stably, hydrological 
observation of precipitation, river level, stream-flow, and so on, has been 
implemented over many years. Hydrological observations are required 
to be sustainable, and are mainly implemented by organizations which 
are responsible for public work, such as the national government, local 
governments, and incorporated administrative agencies. However, most of 
these organizations which conduct public work operate and manage the 
observation facilities by outsourcing the manufacturing and repairing of 
observation equipment. This paper attempts to formulate a development 
model of outsourcing concerning operation and maintenance of hydrological 
observation facilities from the point of view that appropriate technology 
is to be sustainable for both the user of technology and the society. The 
paper also shows the difference between appropriate technology for product 
manufacturing and that for a person who belongs to organizations which do 
not produce and repair products themselves but operate and manage their 
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測設備の整備、管理、運営」を行い、製造会社
は「観測設備の供給」を行うとすることもでき
る。

つまり、自らの組織で製造や修理をしない者
が設備を管理運用するために持たなければなら
ない技術は、機器等の設備を製造、精密点検、
修理をするために製造会社や保守会社が持つ技
術とは種類が異なるのである。

こうした状況において、自らの組織で製造や
修理をしない者にとっては、技術自立を目指さ
ず、自らの要求どおりに技術や製品を利用でき
るか否かが、大きな関心となるであろう。これ
は、設備を製造する力をもたない途上国におい
て、設備の能力を引き出すために必要な前提条
件を探り出すことにもつながる。

そこで本論文では、技術の利用者にとっても
社会にとっても持続性があるという適正技術の
文脈で、水文観測設備の維持管理を題材に、外
部委託の発展モデルの構築を試みる。また、製
品製造のための適正技術と自らの組織で製造や

1.　はじめに

公共財の管理の多くは、国、地方自治体、独
立行政法人など公共事業を担う組織が実施して
いる。そこでは、公共財を管理するにあたり、
専門技術を扱わなければならない場合がある。
たとえば、洪水調節や水の安定供給などの目的
を達成するためには、送水停止や洪水による社
会的影響を小さくするために、洪水調節や水の
安定供給をするための設備の持続的な運転が必
要である。それには、設備の保守が不可欠であ
る。

しかし、洪水調節するためのダムの制御設備
や河川の水位を測る観測設備などは、国、地方
自治体、独立行政法人など公共事業を担う組織
が管理しているが、設備は製造会社が製造し、
設備の精密点検や修理は製造会社あるいは保守
会社が行っている実態がある。この実態をかみ
砕いて表現すれば、公共事業を担う組織は「観

facilities. In addition, the author also describes that the latter appropriate 
technology aims for developing the framework of financing, securing 
maintenance engineer, and establishing technology with ability to request its 
demand to the outsourcing companies which offer specialized operation.
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定義は、電気通信設備管理指針（2013）に基づき、
機器は単体で特定の機能を発揮するもの、装置
は特定の役割を果たすために必要な機能を発揮
するもの、設備は特定の目的を達成するために
必要な機能を発揮する装置の集合体であるとす
る。

修理をしない者が設備を管理運営するための適
正技術の違いについて言及する。そして、後者
の適正技術は、予算調達の仕組みを作り、保守
技術者の確保を図り、専門的に業務を請け負う
企業に自らの要求を伝える技術の確立を目指す
ことであることを示す。

なお、本論文で用いる機器、装置及び設備の
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２．研究方法 

本研究の対象は、図 1 に示すように、二つのプロセスの一部である。1 つめの水文観測デ

ータの収集プロセスについては、水文観測から観測データ伝送、観測データ収集、観測デ

 

 
図 1 本研究の対象  
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る資金調達、委託先の確保、委託先に求めるこ
とを正確に伝え、委託した内容が実施されてい
ることを確認すること必要である。

そこで、水資源管理のための水文観測設備の
維持管理を題材に、自らの組織で製造や修理を
しない者が、外部委託により設備を管理運営す
るために持たなければならない適正技術を探っ
てみよう、と言うものである。研究手順は、以
下のとおりである。
１） 問題整理のために、水文観測設備を管理運

営するためのインハウスエンジニアリング
（IHEG）及び IHEG の適正技術の概念設定
を行う。

２） 先行研究について、上記の問題意識のもと、
調査する。

2.　研究方法

本研究の対象は、図 1 に示すように、二つの
プロセスの一部である。1 つめの水文観測デー
タの収集プロセスについては、水文観測から観
測データ伝送、観測データ収集、観測データ蓄
積・表示までを対象とする。２つめの水文観測
設備の導入・管理運営のプロセスについては、
観測設備の管理運営を対象とする。

水文観測設備の導入・管理運営のプロセスに
おいて、自らの組織で製造や修理をしない者が
実施する場合、あるいは業務量が多く自ら処理
しきれない場合は業務を外部委託しなければな
らない。業務を外部委託する場合には、委託す

図1　本研究の対象

Volume 22, 2016Development Engineering

78 79



公共財の維持管理は、特定の受益者を対象と
する私的財の維持管理とは異なり、不特定多数
の受益者にとっても社会にとっても持続性があ
ることを求められることは明らかである。また、
公共財の維持管理の多くは、公共事業を担う組
織だけでは、技術や人員も不足し対応しきれな
いため、私企業との協業が不可欠である。しか
し、私企業との協業により公共財の維持管理の
持続性を維持するには、私企業の意思による技
術や製品の供給の廃止、価格の制御などのリス
クを払拭する努力が必要となるのである。

3. 概念設定

公共事業、たとえば建設事業の IHEG には、
河川改修、道路建設などを実施するために多種
類の要素技術があり、機械技術者、建築技術
者、電気通信技術者、土木技術者など多種類の
エンジニアが携わっている。そこで、問題整理
のために、水文観測設備を管理運用するための
IHEG 及び IHEG の適正技術の概念設定を行っ
ておく。

3.1　IHEG

建設事業に携わる人々の立場は、國島ら（1994,  
p.29）が述べているとおり、発注者、建設業者、
エンジニア、法律家、保険会社および銀行であ
る。建設事業の中でも、たとえば水文観測設備
の設置のための施工、管理運営に関する発注者
の業務は、設置場所の許可や電波法準拠など法
的責任、予算要求など資金調達、設備設置など
の用地取得、観測計画・観測システム構築・観
測システム保守などの設計、工事請負契約の作
成などがある。

上述された発注者の業務を実施する者は、多
くの場合、国、地方自治体、独立行政法人など
公共事業を担当する組織の技術者である。本論
文では、このような自ら公共財を管理するため
の設備の製造や修理をしない組織の技術担当者
をインハウスエンジニア（IHE）とし、組織の
目的を達成するために発揮するための技術をイ
ンハウスエンジニアリング（IHEG）と呼んで
おきたい。なお、本論文では、水文観測設備を

３） IHEG の適正技術が発展段階に応じて変化
していく姿を事例から見る。

４） IHEG の適正技術の視角から設備保守外部
委託の四段階発展モデルを検討する。

５） IHEG の適正技術に関する結論と考察を提
示する。

これまでの技術移転や適正技術の研究は、「民
間企業の利潤原理の枠の中を対象とした技術移
転の研究」や「持続的な人類生存のための適正
技術の考え方を示す研究」が多く、公共財の管
理を対象とした技術移転や適正技術の研究はみ
られない。本論文の特徴は、公共財の管理のよ
うに自らの組織で製造や修理をしない事象を対
象としている、言い換えれば技術の利用に焦点
を当てていることである。

ここで、本研究の対象である公共財の維持管
理の特徴を言及しておこう。公共財は、一般に
非競合性と非排除性の両方の特質を持つ、ある
いは片方の特質を持っているとされている。そ
して、公共財管理の責任は、行政機関あるいは
行政機関から委託や指定をされた機関にある。
非競争性と非排除性の特質を持つ公共財は、財
から便益を受けた人がいるからといっても他の
人の便益が減るものではなく、財を形成・管理
するための費用負担をしない人の排除も困難で
あるという特質がある。この公共財の特質は、
自己責任として対応できる私的財とは対極に位
置づけられる。

本論文で事例として扱う水資源管理のための
水文観測には二つの解釈がある。ひとつは、流
域内の水文観測というサービスをすることで結
果的に流域内の洪水制御や水の安定供給をする
と解釈すれば、非競合性と非排除性の両方の特
質を持つことである。もうひとつは、流域内の
水文観測を洪水制御や水の安定供給することと
解釈すれば、流域全域を均等に網羅していない
ため競合的であり、特定の地域を観測対象から
排除することも可能であることから排除性をも
つということである。そこで本論文では議論を
単純化し明確な結論を得るために、水資源管理
のための水文観測は、前者の解釈を採用し非競
争性と非排除性の両方の特質を持っている公共
財としよう。
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ション要員を外部から調達して事業を行う水道
事業者等も含まれるであろう。更に広く見れ
ば、設備を製造する力をもたない途上国におい
ても、導入した設備を持続的に活用していくた
めに、IHEG が必要とされると言ってもよいで
あろう。

本論文では、技術の利用者にとっても社会に
とっても持続性があるという適正技術の文脈
で、IHEG の適正技術について、設備保守を題
材に外部委託の発展モデルを示すことを課題と
している。従って、IHEG の適正技術を考える
ために、適正技術と IHEG の先行研究における
議論を見ていこう。

これまで適正技術に関する研究は、技術移転
に関する研究と共に数多く行われてきた。研究
の中心は、発展段階に応じた技術進歩と自然環
境の持続性を重視した技術の考え方であった。
また、発展段階に応じた技術進歩と自然環境の
持続性を重視した技術の考え方の両者を包括し
て捉えることができる村上（1997）の研究もあ
る。技術の進歩を時間的にも空間的にも文脈か
ら捉えることを意識した村上（1997）の研究も
適正技術に含めてもよいだろう。

適正技術については、Schumacher（1974）
の中間技術、Dickson（1974）のオルターナティ
ブ・テクノロジー、Lovins（1977）のソフト・
エネルギー・パス、OECD（1976）の報告では
革新の機会を増やすシステムを重要視する考え
方、UNIDO（1979）の報告では二重経済に適
合する技術の二重性など、適正な技術の考え方
や適正な技術の方向性を示す研究がされてき
た。また田中（2012）は、適正技術が普及しな
いことを受けて、参加型の技術開発による普及
を試みている。

国の発展段階に応じた技術進歩については、
小川（1982）や米山（1990）の研究がある。小
川（1982）は技術移転のレベルを四段階に分け、
技術移転のタイプを三つに分けて、主に海外の
中小企業への技術移転を論じている。また、米
山（1990）は日本からマレーシアへの製鉄技術
の移転についての事例研究を通して、適正技術
の開発と現場の移転、鉄鋼の生産技術のみなら
ず周辺技術、教育制度、労務管理も含めた技術

管理運営するための IHEG について言及してい
くため、以下本論文中の IHEG は、水文観測設
備を管理運営するための IHEG を指し、IHE は
水文観測設備を管理運営するための IHE を指
すものとする。

3.2　IHEG の適正技術

適正技術は、1960 年代以降に Schumacher
（1974）、Dickson（1974）、Lovins（1977）らが、
さまざまな文脈で議論してきた。いずれの議論
においても適正技術は、身の丈に合致した技術
であり、利用者にとっても社会にとっても持続
性があることは、共通の思いであろう。

IHEG を操る IHE には、プロジェクト毎、実
施段階毎に現場に合致した対応ができる技術を
低下させないように努めることが求められる。
これは、IHE に対して、調査計画、設計、施工、
維持管理の段階毎に、実施のための資金を調達
し、専門的に業務を請け負う企業に自らの要求
を伝え、現場状況との整合を図る技術力が求め
られることを意味する。

特に自らの組織で製造や修理をしない IHE
には、自らの要求が確実に実施され、現場状況
と整合が図られているか否かを確認することが
求められる。自らの要求を確実に伝えるために
は、方針や基準を明確に定めることが、必要と
なるのである。そして、維持管理の段階におい
て、維持管理の中核となる保守技術者の確保は、
最も注視すべきことのひとつである。

そこで本論文では、技術自立を目指さず、維
持管理のための予算調達と保守技術者の確保を
図り、求める要求の基準化を行い、持続的な維
持管理を行う技術を IHEG の適正技術と呼んで
おきたい。

4.　先行研究

IHEG を必要とする組織は、公共財の管理を
担う国、地方自治体、独立行政法人など公共事
業を担当する組織のみならず、車両や線路など
を外部から調達して事業を行う鉄道事業者、航
空機を外部から調達して事業を行う航空事業
者、浄水プラントや浄水プラントのオペレー
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位性の視角から業務の内部化の範囲を考えた
Warnerfelt（1984）、Barney（1991）の研究も
ある。Warnerfelt（1984）は企業内部の資源に
目を向け競争優位や利益について論じており、
Barney（1991）は競合する企業が持たない資
源を持つことが競争優位性を獲得することを示
した。

いずれの研究も、外部委託を取引の効率性あ
るいは競争優位性の視角から分析しており、民
間企業の利潤原理の枠の中を対象とした研究と
しては有意である。しかし、技術の利用者にとっ
ても社会にとっても持続性を確保しながら自ら
の要求どおりに技術を利用できるか否かという
視角で議論されていない。

IHEG のあり方については、伊藤ら（1995）
は、社会資本を整備・管理運営する公共事業の
発注に携わる公務員技術者の役割と課題につい
て、実態や現状を分析し、今後の施策について
言及している。また、大阪府（2014）は、都市
基盤施設維持管理技術審議会第３回全体検討
部会において、IHEG のあり方に関する議論を
し、IHE である公務員技術者が施設の管理者と
して、技術力向上と継承につながる仕組みの構
築について報告している。さらに輿石（2014）
は、鉄道メンテナンスを題材に、鉄道会社のメ
ンテナンス部門の課題を整理し、インハウスエ
ンジニアは外部技術の動向を押さえ自社メンテ
ナンスに応用適用する幅広い視野をもつことが
求められていると主張している。伊藤ら（1995）、
大阪府（2014）、輿石（2014）の研究は、公共
財の管理のように自らの組織で製造や修理をし
ない者がどうあるべきかという議論をしている
が、設備の能力を引き出すために必要な前提条
件を探り出すことについては言及していない。

このように、これまで「適正技術」と「市場
と企業組織の境界設定」の研究では、自然の回
復力を越えない範囲の自然破壊を考えるような
場面、民間企業の利潤原理の枠の中を対象とし
て業務の内部化と外部委託を考える場面におい
て有意な研究であった。また、IHEG のあり方
に関する報告は、今後の IHEG の方向性を示す
ためには有意な議論であった。しかし、筆者は、
IHEG の適正技術については、これまでの研究

移転を考察している。小川（1982）や米山（1990）
の研究は、国の発展段階に応じた技術進歩を技
術形成の視角から見れば、技術自立を目指した
適正技術であると言えるであろう。

技術自立を目指した技術形成は、たとえば林
（1986）により研究されている。林（1986）は、
ドイツから日本への製鉄技術の移転の事例研究
の中で、製鉄技術が日本へ移転され自立するま
でを技術上の先行条件、失敗事例、失敗から立
ち直り技術自立する事例、人材育成事例から考
察している。ここでは技術を構成する要素を五
つに分け、技術移転の過程を五つ分けて、技術
形成を論じている。技術を構成する五つの要素
については、原料および素材、器具・機械、技
能者・技術者、経営（技術管理と管理技術の総
称）、市場をあげている。そして技術移転の五
つの過程は、操作技術の習得、保守技術の確立、
修理技術の獲得と一連の小改良、自主設計の技
術の確立、国産化・自主開発としている。

しかし、技術形成には、Santikarn（1981）
が示唆するように、技術的自立を捨て去り、技
術に寄生して、技術を使いきるという立場をと
り続けるという選択もある。この場合、進化し
た技術を使った製品に絶えず対応していかなけ
ればならない。このような技術や製品の利用に
特化した事象について、適正技術の文脈で研究
した事例はない。

IHEG の研究については、業務の内部化と外
部委託との関係が深いため、市場と企業組織の
境界設定に関する研究、IHEG のあり方に関す
る議論をみていこう。

市場と企業組織の境界設定に関する研究は、
取引の効率の視角から業務の内部化あるいは外
部委託を考えた Coase（1937）、Coase （1960）、
Williamson（1975）の研究がある。Coase（1937）
は、市場で取引するよりも少ないコストで取
引ができる限り企業が発生し、大企業が管理
する範囲を大きくしようとするだろうと言っ
ている。また Coase（1960）は、取引費用が
発生しない状況では効率的な結果が成立する
こ と を 示 し た。 そ し て、Williamson（1975）
は、コースの理論を発展させ取引コストの高低
の仕組みを明らかにしている。また、競争優
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４）　採水観測： 採水分析（採泥分析を含む。）
による観測をいう。

本論文で扱う水文観測のテレメータは、設定
された観測時刻に雨量計や水位計など計測装置
から観測データを取り込み、設定された時刻に
観測データを集約する事務所等へ自動的に送信
する装置をいう。

本論文では、普通観測と自記観測を対象とし、
自記観測においては自記記録計とテレメータに
よる観測を対象とする。

5.2　水文観測の変遷

次に、水文観測の変遷をみておこう。日本国
内では、1897 年に小千谷市旭橋上流の小千谷
水位観測所で水文観測を行っていた事例（信
濃川河川事務所 （2004））もある。日本国内で
組織的に始められた水文観測は、1937 年から
始まった河水統制事業調査からとされている。
日本河川協会（2015）によれば、1938 年には、
当時の内務省土木局が全国の主要河川を組織的
に調査した結果を年表として発行している。第
１回の年表に記載されている観測所数は、雨
量が 82 箇所、流量が 111 箇所であった。また
2012 年時点では、収録観測所数は 401 の雨量
観測所、349 の流量観測所があるという。

観測方法、観測機器、点検方法の変遷につい
ては、多くの資料が存在する。本論文では、浜
田河川国道事務所（2004）、信濃川河川事務所

（2004）、中尾（2008）、水文観測の手引き（案）
（2004）、河川砂防技術基準維持管理編（河川編）
（2015）、電気通信施設点検基準（案）（2014）、
電気通信設備管理指針（2013）を参考に整理す
る。整理した結果、以下のとおり四段階に分け
ることができる。
第一段階　 河川の水位と降水量の観測は、普通

観測員と呼ばれる観測員が行ってい
た。観測員は、水位については毎日
朝夕定刻（6 時、18 時）に水位標を
目視で測って、降水量については毎
朝定刻（9 時）に雨量マスに溜まっ
た降水をメスシリンダーで測って、
それぞれ観測野帳に記録し、毎月観
測データを観測データを収集する事

では不十分であると考える。そのため、技術の
利用者にとっても社会にとっても持続性がある
という適正技術の文脈で、設備保守を題材に外
部委託の発展モデルの構築を試みる。

5.　�IHEG の適正技術が発展段階
に応じた変化－水文観測テレ
メータを事例に－

ここでは、水文観測方法の発展を水文観測設
備の維持管理の視角から、設備を持続的に維持
管理するための要因を探ってみる。そして、持
続的に設備の維持管理をするための要因とし
て、予算調達、保守技術者の調達、保守作業の
基準化の三つの要因を抽出できることを示す。
さらに、抽出された三つの要因に着目しながら、
設備保守外部委託の四段階発展モデルを提示す
る。

それでは、IHEG の適正技術が発展段階に応
じて変化していく姿から見ていこう。

5.1　水文観測とテレメータ

まず、水文観測とテレメータについて解説し
ておく。水文観測については、水文観測業務規
定（2002）により、河川及びその流域並びに地
下水に関する水文観測業務の内容が定められて
いる。そして、水文観測業務規定細則（2014）
により、水文観測業務の実施に必要な事項が定
められている。水文観測業務規定細則（2014）
に記されているように、観測対象は、降水量、
積雪深、水位、流量、水質、地下水位であり、
観測には次の四つの区分がある。
１）　普通観測： 水位標を用いた目視による観

測をいう。
２）　自記観測： 記録器を有する器械による観

測（テレメータ、自記記録計、
電子ロガー等を用いた記録観
測を含む）をいう。

３）　レーダー観測： レーダー雨量計（レーダー
送受信装置、収集処理装
置、解析処理装置、合成
処理装置等）を用いた観
測をいう。
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ろう。水文観測の方法が行政の動向と結び付い
ていることは、河川管理を行うためのニーズに
応えるために、水文観測の方法が発展してきた
ことになる。言い換えれば、河川管理を担う者
が、水文観測の方法、水文観測のための設備機
能と維持管理に関する要求定義をし、専門技術
に長けている設備の製造会社あるいは保守会社
は、要求定義に基づき、設備あるいはサービス
の提供を行っていると言ってもよいであろう。
これは、設備機能と維持管理のための要求を外
部委託先に伝えることが、設備やサービスを作
り、発展させてきたと言えよう。

それでは、水文観測方法の発展を設備の維持
管理の視角から見るとどのようになっているの
であろうか。設備を維持管理するための要因を、

「５．２　水文観測の変遷」で示した第一段階か
ら第四段階をもとに探ってみよう。

第一段階から第二段階への移行では、観測員
が水位や降水量を、水位標やメスシリンダーの
メモリから読み取る作業から、水位計や雨量計
により自動観測し、自記記録計により自動記録
することに変わった。しかし、観測データの報
告については、観測員から観測データ収集事務
所担当者へ郵送や電話等により行う行為は変わ
らない。観測を継続するためには、観測地点で
自動観測するための装置（計装装置、自記記録
計）を購入する費用と壊れた際に修理する費用
が必要となる。点検については、機器の構造が
単純であるため、日常的な動作確認程度の点検
技術があれば困ることは多くない。

第二段階から第三段階への移行では、水位計
や雨量計により自動観測し、自記記録計により
自動記録することは変わらないが、観測データ
の報告については、無線通信による送信機や受
信機を備えた観測装置から自動的に観測データ
収集事務所担当者へ伝送されるようになる。観
測を継続するためには、観測地点で自動観測す
るための機器（計装装置、自記記録計、観測
装置）、観測データ収集事務所で観測データを
受信する監視装置やデータ蓄積・表示する上位
装置を購入する費用と壊れた際に修理する費用
が必要となる。点検については、設備を構成す
る機器や装置の構造が複雑であるため、洪水に

務所に報告する。また、洪水で河川
の水位が基準値を超えた場合は、毎
正時に電話や電報で観測データを収
集する事務所に通報する。水位標や
メスシリンダーのメモリを観測員が
読むため、設備を構成する機器や装
置の保守はない。（図２参照）

第二段階　 河川の水位と降水量の観測は、水位
計や雨量計と自記記録計を接続し、
観測員が読みとり筆記していたこと
を機械化する。特に、河川上流の山
間部の降水量の観測は、観測員に依
頼することも困難であることから、
自記記録計の設置が望まれた。水位
計、雨量計、自記記録計の保守が発
生する。（図２参照）

第三段階　 高度な河川管理のために、時間単位
の観測データの収集が望まれるよう
になった。そのため、水位計や雨量
計にテレメータを接続し、降水量や
水位を無線通信により観測データを
収集する事務所へ送信するように
なった。また、データ収集の確実性
を高めるために自記記録計も併設し
ている。水位計、雨量計、自記記録
計、テレメータの保守が発生する。

（図２参照）

第四段階　 さらなる高度な河川管理のために、
テレメータの高機能化やレーダ雨量
計の設置が行われた。そのため、設
備の管理には、より高度な保守作業
が発生する。（図２参照）

5.3　水文観測の変遷の分析

水文観測方法は、「５．２　水文観測の変遷」
で示すように普通観測、自記観測、テレメータ
観測と発展してきている。水文観測方法の発展
の誘発要因は、中尾（2008）も言うように、水
文観測の方法は行政の動向と結びついているた
め、河川管理の高度化に対応してきたことであ
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5.4　�IHEG の適正技術の視角から見た設
備保守外部委託の四段階発展モデル

持続的に設備の維持管理をするための三つの
要因に着目しながら、以下に設備保守外部委託
の四段階発展モデルを提示する。
第一段階　 労働集約型の方法により、機器を使

わず、人力で対応。機械の導入をし
ないため、保守の必要はない。

第二段階　 人力部分を機械化することより、機
器の保守が必要となる。機器を構成
する部品が単純であれば、利用者自
ら取り替えることができるため、部
品があれば修理可能となる。持続的
に設備の維持管理をするために必要
なことは、以下の三点である。

・操作技術の習得。
・ 保守技術者の確保など導入した設備

の保守体制の構築（保守部品の確
保、修理工場の確保含む）。

・維持管理のための資金の確保。
第三段階　 設備を構成する機器や装置の高度化

が進み、機器を構成する部品も複雑
となり、設備の利用者自ら修理する
ことはできない。利用者は、点検に
より機能が発揮されているか否かの
みを確認できる。持続的に設備の維
持管理をするために必要なことは、
以下の三点である。

・ 精密な点検と修理は、保守会社や製
造会社へ外部委託。

・ 保守技術者の確保など導入した設備
の保守体制の構築（保守部品の確
保、修理工場の確保含む）。

・維持管理のための資金の確保。
第四段階　 利用者は、外部委託を進める一方で、

保守技術の知識を強化し、設備を持
続的に運転する。持続的に設備の維
持管理をするために必要なことは、
以下の三点である。

・ 設備の管理指針を作り、多くの故障
対応経験により確定した設備の点検
項目、点検周期および更新時期など

備え常時稼動状態を維持するために専門技術を
もった保守技術者による点検が求められる。設
備の保守に高度な専門技術を求められるため、
観測施設管理者は、設備の点検や修理などの保
守作業を外部委託することになる。そのため観
測施設管理者は、保守作業の受託者に対して、
設備の機能を十分に引き出すための保守作業を
指示し、保守作業を監督しなければならない。

第三段階から第四段階への移行では、水位や
降水量の自動観測、観測データを自動送受信に
より事務所担当者へ伝えるという仕組みは変わ
らない。しかし、精度の高い河川流入量予測や
洪水制御など高度な河川管理に対応するため
に、観測地点で自動観測した水位や降水量の観
測データを、10 分間隔で自動送信できる高機
能な機器や、観測データ収集事務所で観測デー
タを受信する監視装置やデータ蓄積・表示する
上位装置を購入する費用と壊れた際に修理する
費用が必要となる。点検については、設備を構
成する機器や装置の構造が複雑であるため、第
三段階の時点よりもさらに高度な専門技術を
もった保守技術者による点検が求められる。ま
た設備の保守には、さらに高度な専門技術を求
められるため、観測施設管理者は設備の点検や
修理などの保守作業を外部委託することにな
る。第三段階の時点と同様に、設備の機能を十
分に引き出すための保守作業を指示し、保守作
業を監督しなければならない。

以上から、持続的に設備の維持管理するため
の要因として、予算調達、保守技術者の調達、
保守作業の基準化の三つを抽出できる。

（１）予算調達： 設備購入・修理や点検のため
の予算調達。

（２）保守技術者の調達： 応急復旧時にも短時
間で設備設置現場に
到着できる保守技術
力を持った技術者の
調達。

（３）保守作業の基準化： 観測目的に対して、
過小や過剰すぎず設
備の要求性能を引き
出すための保守作業
の基準化。
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p.66）の言う技術的自立を目指し、IHEG の適
正技術では予算調達の仕組みを作り、保守技術
者の確保を図り、専門的に業務を請け負う企業
に自らの要求を伝える技術の確立を目指すので
ある。

ODA による設備導入を図る途上国に目を向
けてみれば、多くの途上国では設備を製造する
力をもたないため、修理を国外の企業に外部委
託していることにもみられる。さらに、グロー
バル化により産業の棲み分けが進めば、今後類
似の構図を見ることは益々増えるであろう。導
入した設備を持続的に活用していくためには、
国内で資機材、保守作業従事者、修理を調達で
きることが担保されていることが重要であろ
う。それは、他者あるいは他国からの技術や製
品の供給を前提とすることは、他者あるいは他
国の意思による技術や製品の供給の廃止、価格
の制御などリスクを払拭できないからである。

設備を製造する力をもたない途上国において
は、林（1986, p.66）が技術自立への五段階の
最終段階に国産化を挙げているように、資機材、
保守作業従事者、修理の「国産化」を図る努力
も並行して求められるであろう。

なお，本論文にありうる誤謬は全て筆者の責
任に帰する。また、本論文に示す見解は筆者の
個人的見解であり、筆者の所属する独立行政法
人水資源機構の見解または方針を示すものでは
ない。
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